様式１
当 該 価 格 で 入 札 し た 理 由
	


(注)１．当該価格で入札した理由を、労務費、手持ち工事の状況、当該工事現場と事務所・倉庫との関係、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況、下請業者等の協力等からの面から記載する。
様式２
下請業者計画書
	会社名
	住所
	建設業の許可
	工事内容
	下請金額

	
	
	建設業種
	許可番号
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１．一次下請負予定業者について記入すること。
　　　２．見積もり書等がある場合は、添付すること。

　　　３．一次下請負予定業者が無い場合は、「該当なし」と記入すること。

　様式３
建設副産物の処分計画
	建　設　副　産　物
	受け入れ予定地
	受け入れ価格

	例）コンクリート塊
	名　称
所在地
	

	例）アスファルト塊
	名　称
所在地
	

	例）建設発生土
	名　称
所在地
	

	例）スクラップ
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	

	
	名　称
所在地
	


（注）１．建設副産物が無い場合は、「該当なし」と記入すること。
　　　２．当該工事で発生する、すべての建設副産物について記入すること。
３．見積もり書等がある場合は、添付すること。

様式４
契約対象工事付近における手持ち工事
	工事名
	発注者
	工期
	請負金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１．本様式には対象工事現場付近（半径１０ｋｍ程度）での手持ち工事の件名を記入すること。
　　　２．対象工事の位置及び手持ち工事の位置関係が解かる図面(図面縮尺は自由)を添付すること。

　　　３．添付する図面には工事名を記入すること。

　　　４．対象の手持ち工事がない場合は、「該当無し」と記入すること。

　様式５
契約対象工事に関する手持ち工事
	工事名
	発注者
	工期
	請負金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１．本様式には、対象工事の同種又は同類の手持工事名を記入すること。
　　　２．対象の手持ち工事がない場合は、「該当無し」と記入すること。

　様式６
契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連
	


（注）１．分かりやすい地図で契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係が明確になるように記入する。また、所在地も明らかにする。
　　　２．縮尺は問わない。

　様式７
手　持　ち　資　材　の　状　況
	品　　　　名
	規格・形式
	単位
	手持ち数量
	本工事での
使用予定量
	不足数量の
手当方法

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１．手持ち資材の状況については、主に当該工事で使用予定の資材を主に記入する。
　　　２．対象の手持ち資材が無い場合は、「該当無し」と記入すること。
  様式８
資  材  購  入  先  と  の  関  係
	工 種
種 別
	品 質
規 格
	単
位
	数 量
	購入先名

	
	
	
	
	業  者  名
	所  在  地
	入札者との関係

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）１．「入札者との関係」欄には購入先予定業者との関係があれば記入すること。
（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等
  様式９
手　持　ち　機　械　数　の　状　況
	機械名称
	規格・型式・能力・年式
	単位
	数量
	メーカー名
	現在の利用状況

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１．主に当該工事に使用する予定の手持ち機械の状況を記入すること。
　　　２．対象の手持ち機械対が無い場合は、「該当無し」と記入すること。
  様式１０
労　務　者　の　確　保　計　画
	工　　種
	職　　種
	単　価
	員　　数
	下請会社との関係
下請会社名等

	 SHAPE  \* MERGEFORMAT 


土　　工
	普通作業員
	
	自社労務者　100下請労務者　100
	同族会社
㈱　○○

	配 管 工
	配管工・普通作業員
	
	自社労務者　　0下請労務者　40
	□△会メンバー
㈱　△▽

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１．「員数」欄には、自社労務者と下請け労務者と区分し記入すること。
２．「下請会社との関係下請会社名等」欄には、下請会社名及び下請会社との関係も明記すること。
３．「単価」欄には、単価を記入すること。
  様式１１
労　務　者　の　配　置　計　画
	工　種
	種　　別
	配　　置　　予　　定　　人　　数
	計

	
	
	世話役
	普通作業員（特殊含）
	配管工
	電　工
	オペ
	

	
土工
	床堀工・埋戻工・残土処理
	１
	２
	
	
	２
	５

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


  様式１２
過去に施工した公共工事名及び発注者の状況

	発注者
	工事名
	工期
	予定価格
	落札価格
	低入札価格

調査対象

の有無
	工事成績評点

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）１．過去５年間の元請として施工した予定価格５００万円以上の同種工事の実績について記載すること。低入札価格調査の対象となった工事の実績を優先して記載するものとし、その数が２０を超えるときは、判明している落札率の低い順に２０の工事実績を選んで記載する。
２．各工事の予定価格、工事成績評点等を記載すること。ただし、予定価格が公表されていない場合、工事成績評点が通知されていない場合等は、この限りではない。
３．対象となる工事が無い場合は、「該当無し」と記載すること。
様式１３
公告又は指名通知において周知した事項調査
	１．専任の担当技術者

	氏　名
	資　格
	監理技術者

資格者証番号

	
	
	

	【特記事項】




（注）１．資格を確認できる資格者証等の写しを添付すること。
２．雇用関係を確認できる保険証等の写しを添付すること。

　　※市内業者については、技術職員名簿で資格・雇用関係を確認するので添付不要。
３．専任の担当技術者が配置できない等、当該様式記載事項について、特記事項がある場合は、当該欄にその旨を記載し、記名・押印する。

	２．契約保証金（契約金額の１０分の３以上）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


	３．前払金の支払い方法（１、２を選択し、○をつけること。）

	　１．契約金額の１０分の１（１万円未満切捨て）の額
　２．前払金辞退


（注）１．前払金には、中間前払金は含まれない。
記　入　例





記　入　例








